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論文審査の結果の要旨 

【概要】 

 本論文は、近年、実務上も学問上も重要性を増している行政契約について、特に、公共調達制度と公私協働（ＰＰ

Ｐ）事業に焦点を当てて、韓国法に影響を及ぼしてきたドイツと日本の法制を韓国法の現状と対比し、その検討内容

から韓国法の改革に向けた示唆を得ようとするものである。 

 本論文は、第１章を３国における公共調達制度の検討に、第２章を公私協働事業に関する検討にそれぞれあて、第

３章において、３国における公共調達制度と公私協働事業の比較検討と日独法からの韓国法への示唆を論じている。 

 まず、第１章においては、公共調達制度について、ドイツ、日本、韓国の順で、実定法令、手続ないし契約類型と

契約者選定基準、紛争処理の仕組みが論じられる。ドイツについては、ＥＵ法の国内法化として整備された公共委託

発注の制度を取り上げ、公開手続、非公開手続、交渉手続、競争的対話という手続類型を紹介する中で、とりわけＥ

Ｕ指令により導入された「競争的対話」手続を詳説し、公開手続では民間事業者の創意工夫を発揮することを妨げか

ねないという問題があるのに対して、競争的対話においては、公告と入札を行うことにより、従来の交渉手続よりも

公正な競争確保を目指していることが指摘される。また、公共委託発注においては、連邦・ラントの発注審査部に対

する事後審査手続が用意され、この手続はラント上級裁判所及び連邦通常裁判所における争訟に連結されていること、

ＥＵ指令の限度額未満の公共委託発注については通常裁判所への出訴の道が開かれているが、公法上の争訟の道は認

められていないことが指摘される。続く日本における公共調達制度の検討においては、一般競争契約を原則とする仕

組みが紹介され、契約者選定基準として、総合評価落札方式について、国及び地方自治体の制度が詳説されている。

また、紛争処理に関しては、苦情処理手続について、民事訴訟又はＷＴＯへの提訴と結びつけられている政府調達協

定の適用場面、指名競争入札の場面、会計検査院への審査要求が紹介され、裁判所における紛争処理については、国

家賠償請求訴訟の活用可能性と抗告訴訟の許容性が論じられる。さらに、韓国における公共調達制度について、ＷＴ

Ｏの政府調達協定を反映した国家契約法が紹介され、ドイツの競争的対話と類似した交渉による契約が詳説される。

また、紛争処理については、民事訴訟又はＷＴＯへの提訴ができる不服申立て制度、監査院への審査要求が説明され、

民事訴訟による救済が引き続き認められる一方で、不正業者制裁に関しては行政訴訟法による仮の権利保護も活用さ

れていることが指摘される。 

 公私協働事業を取り上げる第２章においては、比較対象としてＰＦＩの仕組みが、実定法令、契約締結手続、事業

スキーム、リスク分担と権利保護に分けて論じられている。ドイツにおいては、公私協働促進法と長距離道路建設に

おける民間資金の活用に関する法律の下で、ＰＰＰの方式として購入者モデル、施設マネジメントリースモデル、賃

貸モデル、所有者モデル、コントラクティングモデル、特許モデルに区分され、各モデルごとにリスク分担が定めら

れ、権利保護としては公共委託発注法の適用があることが説明される。日本については、ＰＦＩ法の制定とその改正

の概要、ＰＦＩ法の実施の仕組みが説明され、改正法において「コンセッション」方式を取り入れた公共施設等運営

権制度と民間提案制度が詳説される。事業スキームとしてはＢＴＯ型、ＢＯＴ型、ＢＯＯ型の分類があること、リス

ク分担についてガイドラインが設けられているものの、実務における統一性は確保されていないこと、権利保護とし

て確認訴訟の利用が期待されることが指摘される。また、公の施設の指定管理者制度について、独立の項を設けて、

その手続、管理委託制度や地方独立行政法人制度との比較を含めて詳説される。最後に韓国については、民間投資法



の下で、一般的な事業形態として独立採算型（ＢＴＯ）とサービス購入型（ＢＴＬ）があり、前者ではコンセッショ

ンに対応する「社会基盤施設管理運営権」の設定が行われることが説明され、リスク分担については民間投資法が若

干の規定を置いていること、権利保護は民事訴訟によるとする見方が多数であるものの、行政訴訟を認める裁判例も

あることが指摘される。 

 以上の検討を受けた第３章では、公共調達制度と公私協働事業の双方について、３国の法制度の比較が行われる。

まず、公共調達制度については、ドイツの競争的対話と日本の総合評価落札方式と韓国の交渉による契約が比較され

る。また、日本で不正の排除のために、入札契約適正化法と官製談合防止法が制定されていることが紹介される。紛

争処理について、ドイツと日本において民事訴訟によるとされる一方で、日本では、国家賠償の可能性と確認訴訟の

利用が考えられることが指摘される。続いて、公私協働事業については、ドイツにおいて、行政手続法の補完が議論

されていることと公私協働の領域を包括する法典化の動きがあること、ドイツの競争的対話を用いる仕組みは民間の

提案を広く受け入れることが可能であるのに対して、日本と韓国の仕組みは発注段階で枠組みが規定されてしまう問

題があり、日本の改正ＰＦＩ法と韓国の民間投資法は、民間による事業実施提案制度を導入していること、リスク分

担については、ドイツでは連邦財政法の下で具体的な分担が実施されているのに対して、日本ではガイドラインがあ

るものの曖昧であること、韓国においては法律においてリスク分担の十分な規定を欠いていること、権利保護につい

ては、３国とも民事訴訟によることが基本であるものの、韓国において、企業選択と事業運営期間を定める行為を行

政処分とした裁判例があることが指摘される。最後に、日独法からの韓国法への示唆として、不公正行為に関する法

令の整備、民間投資法と契約法の関連づけの必要性、日本の総合評価方式とドイツの競争的対話の導入可能性、国家

賠償請求訴訟と公法上の当事者訴訟の活用、抗告訴訟の許容性、ドイツの紛争処理制度の設計、リスク分担体系の整

備が挙げられている。 

【意義】 

 本論文は、近時、日本においても注目され、ドイツ法を初めとする比較法の研究が急速に進展している公共調達制

度とＰＦＩ事業に焦点を当てて、実定法令、契約類型や事業類型、実施手続、紛争処理制度に関するドイツ法、日本

法、韓国法の横断的比較研究を行った貴重な労作である。各国の法制度について、先行業績を踏まえつつ、数多くの

文献資料を渉猟して緻密な分析を行っており、このような比較を行う上では、今後、参照されることになる作品とな

っている。とりわけ、類似の制度があることが認識されながら、わが国では十分に紹介されていない韓国法の現状を

踏まえて、その課題をドイツ法と日本法との比較の中で分析した成果は、日本の法制度の立ち位置を客観的に見る上

でも参照価値が高いものである。 

 なお、本論文については、剽窃がないことを確認済みである。 


